
基本指針の改正方針案について

（１） 市町村計画・都道府県計画の作成に関する事項について、制度の施行状況や関連施策の動向を反映させる
ため、以下の事項について追記。

・ 幼児教育・保育の質の向上に資するよう、①市町村は、教育・保育に関する専門性を有する指導主事・幼児教育アド
バイザーの配置・確保等、②都道府県は、幼稚園に関する事務に従事する指導主事の教育・保育に関する専門性の確
保、幼児教育アドバイザーの確保及び幼児教育センターの体制整備に努めること。（第二の一関係）

・ 保護者の選択を保障する観点から、幼稚園の利用希望及び保育を必要とする者の預かり保育の利用希望に対応でき
るよう、市町村等は、適切に量を見込み、確保の内容について公立幼稚園の入園対象年齢の引下げ等も含め検討する
こと。（第三の二２（二）（１）関係）

・ 国際化の進展に伴い、教育・保育施設等において、海外から帰国した幼児や外国人幼児、両親が国際結婚の幼児な
どの外国につながる幼児の増加が見込まれることを踏まえ、当該幼児が円滑な教育・保育等の利用ができるよう、市町
村等は、保護者及び教育・保育施設等に対し必要な支援を行うこと。また、事業者等は、運営等に当たり円滑な受入れ
に資するような配慮を行うことが望ましいこと。（第三の二２（二）（１）関係）

・ 地域子ども・子育て支援事業についても、市町村支援事業計画の中間年の見直しの要否の基準となること。（第三の
六３関係）

（２） 平成２８年の児童福祉法改正等による社会的養育・児童虐待防止対策に係る改正に関する事項について見
直し。

・ 平成28年の児童福祉法等の改正、「都道府県社会的養育推進計画策定要領」（平成30年７月６日・厚生労働省子ども
家庭局長通知）、「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」（平成30年７月20日児童虐待防止対策に関する
関係閣僚会議決定）等の反映（第三の三２（一）、四５（一）・（二）関係）

改正を検討中の主な項目
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基本指針の改正について、必要に応じ再度ご議論いただいた上で、６月を目途に予定している。
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（３） 新・放課後子ども総合プランを踏まえた市町村計画・都道府県計画の作成に関する事項について追記。（第三

の一６、別表第三の三関係）

※ これらの他、第198回国会（常会）に提出予定の幼児教育無償化に係る子ども・子育て支援法の改正法案の内
容を踏まえた改正を今後検討。

改正を検討中の主な項目（続き）

○子ども・子育て支援法（平24法65）
（基本指針）

第六十条 内閣総理大臣は、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制を整備し、子ども・子育て支援給付並びに地域子ども・子
育て支援事業及び仕事・子育て両立支援事業の円滑な実施の確保その他子ども・子育て支援のための施策を総合的に推進するための基本
的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。
２ 基本指針においては、次に掲げる事項について定めるものとする。

一 子ども・子育て支援の意義並びに子ども・子育て支援給付に係る教育・保育を一体的に提供する体制その他の教育・保育を提供する体制
の確保並びに地域子ども・子育て支援事業及び仕事・子育て両立支援事業の実施に関する基本的事項

二 次条第一項に規定する市町村子ども・子育て支援事業計画において教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みを定めるに
当たって参酌すべき標準その他当該市町村子ども・子育て支援事業計画及び第六十二条第一項に規定する都道府県子ども・子育て支援事
業支援計画の作成に関する事項
三 児童福祉法その他の関係法律による専門的な知識及び技術を必要とする児童の福祉増進のための施策との連携に関する事項
四 労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境の整備に関する施策との連携に関する事項

五 前各号に掲げるもののほか、子ども・子育て支援給付並びに地域子ども・子育て支援事業及び仕事・子育て両立支援事業の円滑な実施の
確保その他子ども・子育て支援のための施策の総合的な推進のために必要な事項
３・４ （略）
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